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マダガスカルの工芸品産業における課題 
工芸品にまつわる課題の研究 
Challenges faced by Madagascar’s Crafts industry・Research on Identifying issues related to the crafts 
ラランブザツブ ナリウンザ ブルルニリナ 
RALAMBOZATOVO Narionja Vololonirina 
京都精華大学

Abstract :   
Madagascar is an island in the south part of Africa. It has a craft 
industry rich in culture and history. It has been admitted that the 
craft industry has several potentials including poverty reduction 
and regional development. However, these potentials are 
 

 
nowhere to be seen. In addition, the industry is highly informal, 
and many craftsmen struggle to earn a living. Therefore, the 
author would like to investigate the challenges faced by the craft 
industry in Madagascar. 

Key Word: Craft industry, Craftsmen, Madagascar 
 

1. 研究背景と目的 
マダガスカルはアフリカ⼤陸南部のインド洋にある島国である。

経済活動は第⼀次産業が中⼼であり、発展途上国である。マダガ
スカルの⼯芸品は豊かな⽂化を持っており、⼈々や地域社会の歴
史が含まれている。しかし職⼈は、⼯芸品だけでは⽣活費をまか
なえないため、農業とともに⼯芸品を作る⼈が多いというのは明
らかである。現在⼯芸品は、使⽤される素材やその性質によって
14 のフィリエールに分かれている。インフォーマルセクターが
主流であり、全国で多くの家族やコミュニティーは⼯芸品の制作
活動で⽣活をしている。 
実際、⼯芸品産業は貧困を緩和し、地域の発展に貢献するよう

に、様々な可能性を持っていると指摘されている（⼭本篤⺠ 
2019 年、Suzuki N. 2005）。しかし、マダガスカルでは⼯芸品産
業はまだもたらされるべき成果を⽣み出していない。また、その
構造や影響を与える要素についてもほとんど知られていない。し
たがって、⼯芸品産業に向けた取り組みをより詳しく調査し、マ
ダガスカルに存在している課題を明らかにしたい。 
 

2. マダガスカルの工芸品 
⼯芸品産業は特定の技術を使⽤し、主に⼿で作られている⼯芸

品やサービスを⽣産している産業だ。マダガスカルの⼯芸品産業
は、14 のフィリエール（Filiere）と呼ばれる部⾨に分かれている。
フィリエールとは、法律によって設定された組織であり、⼯芸品
の制作に使⽤される材料やサービスの性質により区別されるこ
とだ。 ⽊材、織物、植物繊維などのフィリエールが存在してい
る。例えば⽊材を使っている職⼈が⽊材のフィリエールに所属し
ており、⾃由に相談ができる組織である。マダガスカルの⼯芸家
たちの多くは、インフォーマルセクターに属する。すなわち、⽣
活のために⼯芸品を制作するのであり、作るのは職⼈として活動
している⼈たちだけでなく、主婦や⼦供も制作に参加している。
そして、⼯芸品と農業との兼業をしている家庭が多い。 
以下の図１から図６まではマダガスカルの⼯芸品である。図１

ラフィアからできたアクセサリーの箱である。飾り物かジュエリ
ーホルダーとして使えるものだ。図２は鉄でできたもので、「バ
オバブ」というマダガスカルにある固有種の樹⽊の形から作られ
ている⼯芸品である。そして、図３は椅⼦を作っている家庭であ
る。また、図４はアンテムルという⺠族の伝統的な紙から作られ
たノートである。図５は⾃宅で椅⼦を作っている⼥の職⼈である。
図６はアルミで制作されたマダガスカルの動物の飾り物だ。 最

後の図７はマハファリ族の「アルアル」というトーテムの飾り物
である。 
 

3. 工芸品産業の可能性 
⽂献によれば、多くの筆者は⼯芸品産業の可能性を論じている。

その中でも、鈴⽊は⼯芸品産業の発展から、次のように三つの潜
在的成果を述べる(Suzuki N. 2005)。それは、市場の発展と貿易
収⽀の改善、地域の貧困削減と伝統的価値の保全である。 
実際、発展途上国では、農村部の農⺠のほとんどは貧困家庭で

ある。⽣計を⽴てるために、農業と⼯芸制作を同時にしている。
そのため、鈴⽊は⼯芸品の⽣産は貧困を軽減し、新しい収⼊を⽣
み出すことができると論じている(Suzuki N. 2005)。また、⽣産
された⼯芸品は輸出される可能性があり、輸出によって貿易収⽀
が改善される可能性があるとも述べている。さらに、⼯芸品産業
は多くの雇⽤をもたらすと指摘している(Suzuki N. 2005、
Leonard W. 1980)。実際、技術さえあれば、⼯芸品を制作し、⽣
計を⽴てることが出来ると思われている。そのため、政府や様々
な⺠間団体などが職⼈にトレーニングと⽀援を⾏っている。 
そして、地域社会の中で⼯芸品の⽣産するのが主な活動という

のはある。その場合は、地域の経済は⼯芸品産業の実態により、
良くも悪くもなる（Iida T. 2022、⼭本篤⺠ 2019 年）。すなわ
ち、⼯芸品産業はその地域の住⼈の⽣計を⽴てるということだ。   
しかし、上記のような可能性と⽀援が存在しても、⼯芸品産業は
繁栄しておらず、職⼈たちは⽣活に苦労している。 

 
4. 工芸品産業の課題 
先⾏研究では、⼯芸品産業におけるさまざまな課題が取り上げ

られた。それは経済的、制度的、⽂化的な課題に分類できる。 
第⼀に経済的課題は、市場とその環境に関連する問題である。

これには、労働慣⾏、逆選択、過度な競争が含まれる。実際、数
回のトレーニングで⼯芸品の⽣産にアクセスできるため、度重な
る競争が起こっている。さらに、職⼈は雇⽤主から別の雇⽤主に
簡単に移動したり、独⾃の活動を開始したりすることができる。
その結果、価格は下がり、職⼈たちは互いのデザインを盗み合い、
品質の⾯での改善はあまりない。 
第⼆に公的組織における制度的課題は政策の有効性と政府機関

による介⼊の種類に関係するものだ。協同組合や協会などの⾮公
的組織では、職⼈のグループは決定を下す際に、職⼈は個⼈的利
益と集団的利益によって判断し、決定をする。 
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第三に⽂化的課題がある。地域ごとの⺠族⽂化が職⼈とその⼯

芸品に影響を与えている。したがって、⼯芸品はその⺠族の象徴
となり、アイデンティティの⼀部となる。しかし、現代の道具が
徐々に市場に参⼊するにつれて、⽇常的に使われていた⼯芸品の
需要は減少している。そうなると、⼯芸品の魅⼒が減っており、
伝統や技術も消滅する可能性がある。そのため、現在社会の中に、
⼯芸品は適応と保存の必要がある。 
 

5. 考察 
今まで⼯芸品産業は様々な部⾨から研究されてきた。⼯芸品産

業の発展に関する経済学的研究や、職⼈のコミュニティーに関す
る⼈類学的研究などが述べていた。しかし、実施された⽀援の結
果が必ずしも期待通りにならないことから、この産業の課題を解
決するのは難しいようだ。例えば、職⼈の活動を⽀援するために、
マダガスカル政府は職⼈に財政⽀援を提供した。しかし、彼らの
活動は進展せず、資⾦を返すこともできなかった（Leonard W. 
1980）。その現象を理解する鍵は、他の観点を⾒ることだと思う。
この場合は、職⼈たちの視点を考えることにあるのではないだろ
うか。つまり、財政⽀援を受けた職⼈たちの実際の活動を調査す
ることで、財政⽀援の失敗を⾒極めたいと思う。 
 
6. 今後の課題 
この研究に関する情報は数年前の古いものである。したがって、
今後新たなフィールドワークやデータ収集を⾏なっていく予定
である。 
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     図１：アクセサリー箱   図２：鉄のバオバブの⽊     図３：椅⼦、職⼈の家族 

   
図４：アンテムル     図 5：椅⼦を作っている職⼈    図６：アルアル  図７：飾り物            
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よそ者と地域住民がつくる「子どもの居場所」 
-北海道石狩市厚田区における「みんなの居場所 あつみん」の開設と運営- 
A Children’s Place Created by Outsiders and Locals 

-Establishment and Management of “Everyone’s Place Atsumin” in Atsuta Ward, Ishikari City, Hokkaido- 

堀田 ゆりあ 小林 重人 

Horita Yuria Kobayashi Shigeto 

札幌市立大学大学院デザイン研究科

Abstract : This study explores the impact of collaboration 
between outsiders and locals in creating a children’s place in 
Atsuta ward, Ishikari city, Hokkaido, where play opportunities 
are limited due to depopulation and geographical challenges. 
“Atsumin” was established to foster children’s creativity through 

interactive activities, with workshops by outsiders introducing 
new knowledge and skills. We found that outsiders' roles varied 
based on their involvement with the community, which was 
visualized in a diagram. Active parental participation ultimately 
drew support from the broader local community.

Key Word : Outsiders’ Roles, Local Place Design, Creative Activity 

 

1.研究背景 

1-1.放課後に遊べない過疎地域の子どもたち 

全国の過疎地域では少子化によって小中学校の統合、通学区域

の拡大が進み、通学にスクールバスを導入する学校が増加した。

その結果、該当地域の子どもはスクールバスの運行時間に伴い、

放課後に遊ぶ時間と機会が制限されている。本研究の対象地、北

海道石狩市厚田区も同様の問題を抱える地域である。 

石狩市厚田区は、2005年に厚田村が石狩市に編入合併して誕生

した地域自治区であり、2025年現在の厚田区の人口は1,534人、

15歳未満の人口は74人である。厚田区は全長29kmと南北に長い地

形に住宅が点在するため、子どもが自力で友人宅に行くことは難

しい。区内唯一の学校「厚田学園」は部活動が2つしかなく、土

日に保護者の送迎で他地域のクラブ活動に参加する生徒もいる。 

2023年に筆者が厚田区集落支援員の八木沼幸恵氏と実施した

厚田区の子育て世代を対象としたインタビュー調査（未就学児か

ら高校生の子どもを育てる37世帯中、31世帯の回答）でも厚田区

の子どもは遊ぶ場所が少なく、テレビゲームを用いた1人の室内

遊びが多いことなどが判明している[1]。 

石狩市役所子育て推進部や市内複数の児童館を対象としたイ

ンタビュー調査では、厚田区の子どもの大半が「地理的に遠い、

交通手段がない」という理由だけで行政の子育て支援や児童館の

活動を十分に享受できていないことが明らかになった。 

これらの事実より、八木沼氏は「区内に子どもの居場所をつく

りたい」と考えるに至ったが、地域の人材や資金不足から容易に

実現できなかった。そこに厚田区出身ではない「よそ者」として

筆者が子どもの居場所づくりに関与することで、地域の限られた

人材だけでは解決が難しい課題によそ者がどのように貢献でき

るのかを明らかにしようと試みた。 

1-2.よそ者による地域活動の効果と影響 

よそ者が関与する地域活動は、すでに多くの地域で行われてお

り、よそ者が地域住民と協働するための方法や活動後に地域で生

じる影響についても研究が行われている。その中でも敷田[2]は

よそ者が地域に与えるとされる効果を「❶技術や知識の地域への

移入、❷地域のもつ創造性の惹起と励起、❸地域のもつ知識の表

出支援、❹地域や組織の変容の促進、❺しがらみのない立場から

の問題解決」と示した。一方で大野・坂倉[3]は地域活動に参入

するよそ者だけではなく、彼らを受け入れる地域住民の変容過程

を示すことで、よそ者と地域住民の協働関係がどのように構築さ

れるのかがより明らかになるとしている。 

ただ、敷田は5つのよそ者効果は独立した事象ではなく、複合

的に同時に起こるものとしつつ、各効果が地域活動のどの場面

で生じるかは明らかではない。そして、どのようなよそ者がど

の効果を出現させられるかについては言及していない。また、

大野らが示した地域住民の変容過程は「地域のリーダー層」に

限られており、それ以外の地域層の変容までは示すことができ

ていない。 

2.研究目的・方法 

本研究では、地域の出身、居住者ではない人間（よそ者）が人

材や資金の乏しい地域とどのように協働することで、よそ者効果

を発揮した「子どもの居場所」をつくることができるかを明らか

にする。この目的を達成するため、①子どもの居場所づくりの過

程でよそ者効果が生じる場面を示す、②よそ者効果が生じなかっ

た場合、その原因と解決策を考察する、③対象を「居場所運営に

関わる地域住民、組織」として、子どもの居場所づくりで生じた

地域の変容過程を記録する。これらの方法によって、よそ者効果

の立証と改善案の提示、地域における新たな層の変容過程の解明

を進める。 

3.子どもの居場所の開設と運営 

前述した調査より「厚田区内には遊び場が少なく、子どもは受

け身な遊びをすることが多い」という状況から、本研究では子ど

もが活動において「自分がやってみたいこと、ほしいもの」を自

ら創り出す力（創造力）を高める居場所をつくることを筆者は提

案し、居場所の空間と活動内容の計画を八木沼氏と行った。 

居場所は石狩市役所の厚田支所に設置し、運営は区内の保護者

3名が加わり、八木沼氏と筆者の計5人で、2024年7月〜2025年3月

に計14回の活動を実施した。2回目の実施では居場所を利用する

子どもに対して「居場所の名称」を募集し、投票の結果「みんな

の居場所 あつみん」に決定した（以降は、あつみんと省略する）。 

あつみんでは、運営者から子どもに遊ぶ玩具を提供せず、工作

道具や材料を用意した「創作活動の場」を設置した。また厚田区

外の人材を講師として、子どもの創造力の向上につながる「特別

講座」を開催した。 

4.考察 

4-1.あつみんで見られるよそ者効果 

あつみんの活動や運営を通して、子どもや運営者、地域住民に

確認された変化をよそ者効果に照らし合わせて以下に示す。 

まず、子どもの主体性を尊重した場づくりと声かけを運営者が

行ったことで、子どもは玩具がなくても簡易な材料で遊び道具を
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作ったり、オリジナルの遊びを考えたりするなど、子どもの創造 

力が高まる様子を確認した（よそ者効果❷に該当）。そして、あ

つみんの開催ごとに、活動に関心を高めた行政や地域組織の職員

が見学に訪れるようになり、子どもと話したり、共に遊んだりす

るなど、これまで面識のなかった大人と子どもの交流が生じた。

また、あつみんでの交流を通して「共通の遊びが好きである」と

認識した子どもたちが互いの自宅で遊ぶなど、子どもの交流拡大

も確認できた（よそ者効果❹）。 

子どもの創造力向上を目指した特別講座では、筆者と他地域の

講師（新篠津村の地域おこし協力隊、石狩市内の塾講師など）で、

厚田区民だけでは提供できない新しい知識や技術（マシュマロチ

ャレンジ・天体観測・プログラミングなど）を子どもに提供でき

た（よそ者効果❶）。一方で、厚田区民だけが知る地域の知識や

伝統技術を用いた講座は、厚田区において「活動期間が短い」よ

そ者（筆者）だけでは企画できなかった（よそ者効果❸）。 

居場所の運営では当初、八木沼氏が1人で担っていた広報チラ

シの作成を筆者が引き受けたり、運営者と保護者であつみんの開

催日や活動内容、参加予定者などの情報共有ができるオープンチ

ャットを作成、運用したりしたことで、運営の役割分担と効率化

を図った（よそ者効果❺）。 

4-2.よそ者の段階/役割が異なるよそ者 

前述した通り、あつみんの特別講座は、よそ者が自らのスキル

を用いて新しい知識や技術を伝えられても、厚田区の知識や技術

を表出する支援はできなかった。一方で、移住を目的とし、3年

間厚田区民と活動する地域おこし協力隊隊員が区内の動植物に

精通し、その知識を活かした地域イベントを以前に実施していた

ことから、よそ者は「地域における活動期間や関心度の違い」で

地域との心理的距離が異なり、筆者や他地域のよそ者、区内の地

域おこし協力隊では「よそ者の段階」が生じていると考察した。

したがって、よそ者は共に活動するよそ者と自らを比較し、自分

が「どの段階にいるよそ者なのか」を理解することで、自身が持

つスキルを適切に子どもの居場所へ活かすことができると考え

た（図1）。例えば、地域と距離が近いよそ者は地域の事情を踏

まえ、厚田区の知識や技術を用いた活動ができ、地域と距離が遠

いよそ者は地域としがらみが少なく、新しい知識や技術をもたら

す活動が期待できる。 

また、図1に「居場所（あつみん）への関わり度合い」を加え

ることで、あつみんに関わるよそ者をより詳細に段階分けした

（図2）。地域活動においてよそ者は地域に馴染みすぎず、よそ

者視点を保つことは重要である。しかし、これらの段階図を活用

すれば、居場所への関わりの深い筆者は、地域への関わりも深め

ることで地域内外の様々なよそ者を居場所に誘致しやすくなっ

たり、講師として参加した区外のよそ者が居場所への関わりを深

めることで運営の一員になったりと、よそ者が「自分のなりたい

よそ者」に変容することも期待できる。 

5.居場所の活動が地域に与えた影響 

あつみんの活動前後、地域の変容過程を記録するために、運営

に関わる保護者・行政・地域組織にインタビュー調査を実施した。 

運営を担った保護者は、これまでの自身の経験(子ども会会長、

災害復興ボランティア)を運営で発揮し、長期的実施に向けて話

し合う場を希望するなど、主体的な運営姿勢を示すようになった。

そして、運営者の姿は行政や地域にも良い影響を与え始めている。 

石狩市は、地域住民が子どもの課題を解決しようとあつみんを

つくり、運営する姿から厚田の子育て事情を再認識した。また、

あつみんの開催形態を変えた実施、子どもの意見を取り入れた運

営などを提案する姿勢から居場所運営にも強い関心を示してお

り、あつみんの長期的運営を支援するために、2026年以降の予算

措置を検討している。 

あつみん開催当初から見学に訪れていた区内の特別養護老人

ホームは、保護者があつみんを運営する様子を見て、地域組織と

して「地域に貢献したい気持ち」を高め、運営に協力する動きが

見られた（開催場所の貸出や備品・食材の提供など）。 

6.結論・展開 

厚田区の子どもは、遊ぶ場所や機会が限られ、行政の子育て支

援サービスも十分に利用できないという課題を抱えていた。この

状況を改善するため、筆者は地域住民と共に子どもの居場所を開

設した。子どもの創造力を高める場づくりやよそ者による特別講

座の実施は、よそ者効果の該当箇所を踏まえ、子どもの創造力と

交友関係に良い影響が見られた。 

また、よそ者効果が見られなかった特別講座の内容や他のよそ

者と筆者自身を比較する過程で「よそ者の段階とそれぞれのよそ

者が持つ役割」に気づき、その考察結果を図式化した。示した図

は今後のあつみんや他の地域活動にも役立つことが期待される。 

よそ者を受け入れた地域住民の変容としては、運営の保護者が

主体的に活動する様子を目にし、行政や地域組織も子どもの状況

や居場所に対する関心を高め、現在は地域全体で子どもの居場所

をつくる体制ができたと言える。 

本研究で示したよそ者効果やよそ者の段階、地域住民の変容を

より分かりやすく示すことができれば、よそ者は地域に入りやす

く、地域はよそ者を受け入れやすくなり「子どもの居場所」に必

要な人材は増え、活動も迅速かつ継続的にできると考える。 

参考文献 
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関係人口の創出に寄与するツアーの設計とその効果に関する研究 
Research on the design and effectiveness of tours that involve participants as “related populations” 

久保圭輔 1) 坂倉杏介 2) 

Keisuke Kubo 1)  Kyosuke Sakakura2) 

１）東京都市大学大学院 ２）東京都市大学

Abstract : The government advocates creating a “related 

population” people engaging with communities in various ways 

as society faces population decline. Across Japan, initiatives 

promote this concept, emphasizing local exchange, but the 

reality of tours that contribute to the creation of a related 

population remains unclear. This study explores how local 

exchange in tours influence participants' awareness and 

connections. A tour was designed and conducted to examine its 

effects. The results of a survey of participant observations and 

interviews with attendees and locals revealed local exchange 

helped build relationships, encouraging participants to stay 

engaged with the community. 

Key Word : Related population, Tour program, Local exchange 

 

1. 研究の背景と目的 

 現在、日本の人口減少が深刻化しており、2070 年には日本の

総人口が 9,000 万人を割り込むと推計されている。人口減少は、

地域の担い手不足をはじめ様々な課題を引き起こす重大な問題

と位置づけられ、政府は第 2期「まち・ひと・しごと創生総合戦

略」にて、関係人口の創出・拡大の重要性を掲げている。「関係

人口」とは、移住や観光ではなく、地域との多様な関わりを持つ

人々を指し、具体的な関わりとしては、地域イベントの企画や関

係を持った地域住民との現地での交流、オンラインでの地場産品

購入など、地域へ訪問しない関わり方も含む広い概念である。現

在、日本の各省庁や団体が、多様な関係人口を生み出すためのき

っかけや土壌づくりなどの環境整備を行っているものの、その取

り組みは手探り状態であると報告されている。また、田原ら（2023）

の先行研究などで「現地交流」によって再来訪意識や継続的な関

わり意識が生まれることが、関係人口となる可能性を高めるなど、

関係人口を創出する要素として現地交流が効果的であると指摘

されるものの、どのような現地交流が関係人口の創出に寄与する

か、その実態は明らかになっておらず、現地交流のあり方が問わ

れている。 

 そのため本研究では、ツアー参加者が体験する「現地交流」の

あり方が、次回以降の来訪意向や地域住民との関係構築など、参

加者が関係人口となるための意識・関係の変化を左右すると考え、

現地交流の時間を組み込んだツアーを実施し、その効果を検証す

ることを目的とする。 

 

2. 研究方法 

 本研究では、どんな現地交流が、関係人口となるための意識や

関係の変化を左右するのかという問いのもとに、参加者と地域住

民との現地交流を組み込んだ数日間のツアーを設計・実施し、参

与観察とインタビュー調査をもとに、現地交流の時間が参加者の

「また地域に関わりたい」という意識の向上に効果があるか検証

するプロセスで研究を行った。 

 

3. ツアーの設計 

 本ツアーは、板垣ら(2022)の Design-Based Learningが採用し

ているようなデザインすることを起点としたプロセス形式を取

る。そのためツアー前に、参加者と地域住民が一緒になってデザ

インの検討から行った。両者がもつ「相思相愛の関係を目指した

い」という想いから、現地交流はグループ内での結束を固める「結

束型」と、異なるグループの橋渡しをする「橋渡し型」の 2種類

のネットワークを用いて、「関係を深める時間」と「関係を交ぜ

る時間」を設計した。 

 関係を深める時間は、初対面の地域住民と参加者がペアに分か

れ、名刺交換・地域住民の話を聞くなどの交流ではなく、地域住

民がいつも行う農作業をともに行う・ただ雑談するなどの交流を

行い、ペア内の関係を深める時間である。一方、関係を交ぜる時

間は、関係を深める時間で過ごした地域住民と参加者のペアが、

同じ空間に集まり BBQを行い、元々持つ参加者や地域住民同士の

関係を活用し、ペアが組み変わる・グループで過ごすなど既存の

関係を交ぜる時間である。（図 1） 

図 1.社会関係資本論を援用して設計した現地交流の時間の詳細 

 

4. 設計したツアーの実施と参与観察 

 設計した「関係を深める時間」と「関係を交ぜる時間」を組み

込んだツアーは、宮崎県新富町で 2024年 9月に新富町スタディ

ツアー2024 として実施した。現地交流前は、初対面の参加者と

地域住民ともに少し緊張している様子がみられたものの、ともに

1日を過ごす中で、少しずつ関係が構築されていった。現地交流

後は、再来訪したい想いを参加者が地域住民に直接伝えたりする

など、参加者と地域住民との関係構築や参加者が関係人口に変容

している可能性が見受けられた（図 2）。
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図 2.「現地交流」における参加者と地域住民との関係の変化 

 

5. インタビュー調査 

5-1. 調査概要 

 実施したツアー参加者 8名と地域住民 7名の計 15名を対象に

半構造化インタビューで調査を行った。設計した現地交流に着目

した現地交流の実態と、その結果として参加者が関係人口へ変容

しているのかという現地交流の効果の 2点を明らかにした。 

 
5-2. 調査結果 

 分析した結果、参加者・地域住民の視点を合わせて 20のカテ

ゴリー、53個の概念が形成された（表 1）。 

表 1. 分析結果から生成されたカテゴリー 

 

6. 考察 

6-1. 設計した「現地交流」の実態 

 まず「関係を深める時間」では、仲良くなろうとする時間であ

るという目的や、交流するペア相手が事前に決定しているマッチ

ング要素によって、最初は、参加者および地域住民が交流しよう

と必死になる。ただ、地域住民の日常的な暮らしの場で時間を過

ごすことで、ペア相手の多面性に気づきやすくなり、その結果と

して、「関係を深める時間」の中で、お互いに関係性ができたと

認識したと考えられる。 

 一方「関係を交ぜる時間」では、参加者や地域住民が一堂に会

する空間の中で、ツアー前から持つ参加者や地域住民同士の繋が

りから新たな関係構築がみられた。また、他己紹介や地域住民同

士の会話などを通じて「関係を深める時間」で過ごしたペア相手

との関係を相対的に認識したことが考えられる。その背景として

は、プログラムには記載されない「関係を深める時間」と「関係

を交ぜる時間」の間にある「余白の時間」では、ペアとなる参加

者と地域住民とが一度離れることによって、自己内省が起こり関

係を理解し直すことが行われたと考えられる。 

 さらにツアー終了後には、参加者が特定の地域住民と密に交流

したい思いが生まれていることから、再来訪時に意図せず「関係

を深める時間」が起こると推測できるだけではなく、「関係を深

める時間」と「余白の時間」と「関係を交ぜる時間」を行き来す

る形が有効であると考えられる（図 3）。 

図 3.「現地交流」の実態 

 

6-2. 設計した「現地交流」の効果 

 参加者 8名のうち 6名は、実際に経験した現地交流の事柄は異

なるものの、地域住民との親密な関係が構築されたことで、「ま

た地域に関わりたい」と考えるようになったため、2種類のネッ

トワークによって地域との親密な関係性を実感できることが、参

加者が関係人口となるための意識や関係の変化を左右するとい

う仮説も支持され、設計した現地交流は評価できる。 

 

7. 結論 

 本研究では、現地交流の時間を組み込んだツアーを設計し、そ

の効果を検証した。その結果、参加者は、「関係を深める時間」

での密な交流によって、ペア相手との関係構築を認識するだけで

はなく、大人数が一堂に会する「関係を交ぜる時間」で相対的に

関係性を認識し、参加者と地域住民が離れることで生まれる「余

白の時間」で客観的に関係性を理解し直すという 3つの時間を行

き来しながら、参加者と地域住民との親密な関係が構築され「ま

た地域に関わりたい」と考えるようになることが明らかになった。

そのため、現地交流によって地域との親密な関係を実感できるこ

とが、参加者が関係人口となるための意識や関係の変化に左右す

るという仮説も支持された。本研究は 1事例のみであるため更な

る検証の必要があるものの、今後、関係人口の創出を目指すツア

ーを設計する際に本研究で明らかになった現地交流を用いるこ

とができると考える。また今後は、各地域の豊かな特性のなかで

どのように関係人口の創出に寄与するツアーをデザインしてい

くか、さらに研究を進めたい。 
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観光映像による地域記録と語りの再構築

松原かおり 
Kaori Matsubara
日本文理大学 情報メディア学科

Abstract: This presentation explores a practice-based 
research project that aims to document and rediscover 
the appeal of remote islands in Kyushu through tourism 
video production. Focusing on cases in Himeshima 
and Yoron, it examines how such videos can reveal 
and reconstruct local narratives. In some instances, 
Key Word : Tourism Video, Island Narratives, Practice-led Research

１．研究の背景
　筆者は、映像表現を用いた地域ブランディングおよび観光
振興に関する実践的研究に取り組んでいる。とりわけ、地域
の風土や文化に根ざした物語性をいかに観光映像として可視
化し、伝えるかという課題に関心を持ち、映像という手段の
方法論と社会的意義の両面から探究している。近年は、鹿児
島県与論島における地域魅力の可視化を目的とした実践プロ
ジェクト「与論ファクトリー（注 1）」や、大分県姫島村でのジ
オパークを題材とした観光映像制作（注２）など、離島地域を対
象とした実践を行ってきた。これらの活動は、人口減少が進
行する地域において、観光映像が果たし得る役割を考える契
機となっており、地域の語り直しと記録・表現の手法として
の可能性を検討するものである。

２．研究の目的
　本研究は、人口減少が進行する離島地域において、観光映
像が地域の物語をどのように記録し、伝える手段となり得る
のかを、実践を通して探ることを目的とする。筆者はこれま
で、映像を用いた地域の魅力の可視化や観光振興に関する実
践的な取り組みを行ってきたが、本研究では特に「記録」と
いう観点に注目し、地域に内在する語りや風景をいかに映像
として捉えることができるのかを検討する。姫島村および与
論島での実践を手がかりに、観光映像の制作過程における記
録性と表現の両立、そして地域との関係性を問い直すことを、
本研究の出発点とする。

３．おおいた姫島ジオパークの事例
　筆者は、2024 年度おおいた姫島ジオパーク調査研究活動
助成を受け、「おおいた姫島ジオパークにおける持続可能な
観光映像の研究」と題した実践を行った。姫島村は人口減少
が進行する離島であり、外部との関わりの創出や若者世代の
地域参加が課題となっている。そこで筆者は、学生とともに
地域資源を調査し、住民との対話を通じて、姫島の自然や文
化、人と人とのつながりをテーマに観光映像を制作した。完
成した映像は、日本国際観光映像祭への応募・発信を通じて
国内外に共有され、地域内外の反響も得ることができた（図１）。
また、映像と連動したパンフレット（図 2）も制作し、地域内で
の活用や説明資料としての機能を持たせた。本プロジェクト
は単なる観光 PR にとどまらず、地域の語りを「記録」とし

て残し、同時に「未来への語りかけ」として機能させること
を意図したものである。今後は、観光映像の表現方法におけ
る持続可能性、また地域との関係性構築における記録メディ
アとしての意義について、さらなる検証と継続的な実践が求
められる。

図１　日本国際観光映像祭 学生による観光映像フォーラム登壇

図２　おおいた姫島ジオパーク観光映像パンフレット

４．与論ファクトリーの事例
　筆者は、2025 年 2 月から 3 月頭にかけて観光がオフシー
ズンとなる鹿児島県与論島において観光映像制作プロジェク
ト「与論ファクトリー」にて、企画から撮影、日本国際観
光映像祭の Art&Factory Japan でのプレミア上映まで、プロ
デューサーとして参加した。与論ファクトリーは、観光映像
の新たな制作手法を模索する実践型プロジェクトであり、国
内外の映像クリエイターが島に滞在し、地域住民との対話を
通じて島の魅力を映像として再構成するものである。今回は、
土屋哲彦監督『ユンヌフトゥバ 与論の言葉で』を制作（図 3）。
島の言葉「ユンヌフトゥバ」は、話者の減少により継承が困
難となっている言語文化であり、本作ではその語りを通じて、
地域の記憶と風景を未来へとつなぐ映像表現が試みられた。

姫島・与論での実践を通じた九州離島における考察
Reconstructing Regional Narratives through a Tourism Film Project: Himeshima and Yoron as Lenses on Remote Kyushu Islands

students participate in the research process, engaging 
with the landscape and community through media as a 
way to explore learning and perspective-building. The 
study reflects on these practices and considers future 
possibilities for research and regional engagement.
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台本制作にあたっては、与論民俗村の村長・菊秀史氏の協力
のもと翻訳・監修を行い、島民自身が “ お気に入りの場所 ”
で台詞を語るという手法により、言葉と場所の関係性を強調
した。完成映像は観光映像としての機能にとどまらず、地域
固有の文化を映像記録として継承する意義を持ち、観光と記
録の交差点に立つ実践となった。

５．今後の展開
　本研究の今後の展開としては、これまでの姫島村および与
論島での観光映像制作の知見を基盤としつつ、九州の他地域
への実践的展開を計画している。具体的には、鹿児島県甑島

（こしきじま）と長崎県小値賀町（おぢかちょう）の 2 地域
を対象に、予備調査と地域資源の把握を通じて、観光映像の
制作可能性と地域振興への応用について検討する（図 4）。
　甑島では、断崖絶壁や漁村文化など独自の自然・生活資源
に着目し、観光関係者や住民との対話を通じて外部発信の
ニーズを探る。　また、小値賀町では、すでに「小値賀時間」
などの映像プロモーションが展開されており、その活用事例
や PR 戦略を分析し、他地域への応用可能性を検討する。両
地域においては、地域住民・行政・観光関連団体へのインタ
ビュー調査を行い、地域に根差した映像表現の方向性と物語
の核となる要素を抽出する予定である。
　これらのフィールドワークを通じて、姫島での実践成果と
あわせた比較検討を行い、今後の観光映像制作の地域連携モ
デルおよび、大学教育における実践的な応用可能性について
検討する。学生が地域と関わりながら映像を通して学び、地
域に新たな視点をもたらすプログラムとしての発展も視野に
入れている。2025 年度前期には、両地域での現地調査と仮
構成の検討を進め、夏期には撮影計画と映像制作の準備に着
手する予定である。　

図４　調査対象エリア
　

６．まとめ
　本発表では、観光映像の制作実践を通じて、地域に根ざし
た語りをいかに記録・再構成し得るかという問いを、姫島村

および与論島での事例をもとに検討した。観光映像は、地域
資源の魅力を視覚的に伝える手段であると同時に、そこに暮
らす人々の記憶や価値観を映し出す表現でもある。本研究で
は、こうした映像のもつ “ 記録性 ” と “ 語りの力 ” に注目し
ながら、地域振興や教育との接点に実践的に取り組んできた。
　今後は、甑島・小値賀町でのフィールドワークを通して、
異なる地域性の中での映像表現の可能性を探り、記録と観光、
想像と表現が交差する場としての映像メディアのあり方をさ
らに考察していく。
　地域と学生、あるいは地域と外部をつなぐ媒介としての観
光映像の新たな展開をひらく手がかりとなることを願いつ
つ、今後も実践を重ねながらその可能性を模索していきたい。
以上の流れをまとめた九州離島地域における観光映像実践の
流れと展開について図５で示す。

図５　離島地域における観光映像実践の流れと展開
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図３　与論ファクトリー撮影風景と作品冒頭シーン
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参与観察調査にもとづく地域創生手法の開発

Abstract : This study examines practical methods for organizing 
and sharing information in community-based projects through 
participant observation. Three approaches—task tables, Gantt 
charts, and progress lists—were tested to support shared 
understanding and coordination. While each method showed 
distinct strengths, issues such as unclear decision-making roles 
Key Word : Regional revitalization, Information sharing, Decision-making

1.	 研究の背景

デザインを活用した地域創生は、長年にわたり多くの関心

を集めてきた研究分野であり、三橋ら [ 注 1] や長谷ら [ 注 2]

をはじめ、さまざまな研究が行われてきた。これらの研究の

多くは、具体的な事例やその内容に焦点を当てているが、プ

ロジェクト全体におけるマネジメントに関する議論は少な

く、この側面に関する知見が必要だと考えられる。

2.	 研究の目的

プロジェクト管理においては、主に PMBOK が用いられる

が、突発的時効に対する応用性が必要なことから、昨今では

チケット制が用いられることも少なくない。一方、地域創生

のように外部関与者が多い場合、適した管理方法がなく、全

体として統括の取れない動きになってしまうケースも少なく

ない。そこで本研究では、地域創生プロジェクトにおけるプ

ロジェクト管理の実践と内省を通じ、この方法論について考

察することを目的とする。

3.	 プロジェクト概要

本プロジェクトでは、蒲郡市、芝浦工業大学、および地域

創生に取り組む民間企業（以下、A社）が連携し、「一次産品

の六次産業化」を主題とした地域創生を推進している。具体

的には、旅館を拠点とした「旅館のリブランディング」や「ワー

ケーション推進」、「産地名品の開発と旅館での販売」などの

取り組みが行われている。芝浦工業大学からは学生２名が A

社のプロジェクトメンバーとして参画し、2024 年４月末か

ら８カ月間、愛知県蒲郡市に移住してプロジェクトの実践活

動に携わった。

4.	 分析と考察

プロジェクトの円滑な運営には、目的・タスク・進捗等の

情報を明確にし、適切に可視化・共有することが重要である。

本研究では、地域創生プロジェクトにおいて三種類の情報整

理・共有手法を段階的に導入し、それぞれが参加者の認識や

行動に与える影響を分析した。なお、各手法を導入する際に

は、参加者に対して使用する図表等を用いながら、プロジェ

クト全体の目的や背景についての説明と共有を事前に行って

いる。

4. 1.	 手法１

この手法では、プロジェクトに必要な各タスクを「目的」

「内容」「成果物」「主担当者」の要素に分解し、一覧表

形式で共有した（図１）。導入初期においては、全体構

造の把握や業務分担の明確化に寄与し、参加者の参画

意識を促進する効果が確認された。

一方で、以下のような課題も観察された。

1.	 各タスクの背景や文脈が簡略化されていたため、

参加者間で目的解釈にずれが生じやすかった。

2.	 タスクに期日や優先順位が設定されていなかった

ため、進捗が個人に委ねられ、一部の作業が後回

しになる傾向があった。

3.	 「目的」と「手段」の関係性が不明瞭であったため、

作業が形式的に進められる場面が散見された。

これらより、一覧表は情報の整理には有効だが、進行

に応じて柔軟に調整する運用には向きづらい側面があ

ると推測される。

4. 2.	 手法２

本手法では、各タスクを時間軸上に配置し、開始・

終了時期および相互の依存関係を可視化したガント

チャートを作成した（図２）。これにより、プロジェク

ト全体の時系列的構造やタスク間の関係性を把握しや

すくなる効果があった。また、「目的—タスク—成果物」

の連関を視覚的に整理することで、関係者の認識の共

通化も一定程度進んだと考えられる。

一方、以下の点に課題が見られた。

1.	 図上においてタスクの「重要度」や「緊急度」な

どの判断材料が提示されておらず、優先順位付け

が個人の裁量に委ねられる傾向があった。その結

果、必ずしも全体最適とは言えない作業配分が生

共有・意思決定支援の観点からの分析と考察
Development of Regional Revitalization Mathods Based on Participant Observation・Analysis of Information Sharing and 
Decision-Making

and limited adaptability were identified. The results highlight 
the importance of not only structuring information, but also 
designing visible, flexible decision-making frameworks. Future 
research should explore how to integrate such elements into 
lightweight tools to better support sustainable collaboration.
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じる場面があった。

2.	 表示情報の増加に伴い、視認性が低下しやすくな

り、特に新規参加者にとっては内容把握までに時

間を要することがあった。

3.	 更新頻度が低下した場合、実態との乖離が生じや

すく、閲覧者にとっての情報の信頼性が損なわれ

る傾向があった。

このように、ガントチャートは構造化と見通しの共有

には効果がある一方で、閲覧者にとっての「見やすさ」

や「理解のしやすさ」を確保するためには、情報の整

理や階層化、視覚的強調などの工夫が必要であると示

唆された。

4.	3.	 手法３

本手法では、初回のミーティングにおいてプロジェク

トの背景と目的を口頭で明確に共有したうえで、その

後の進行管理は、タスク名・主担当者・進行状況（未

着手／進行中／完了）・今後の予定・優先度などを記載

した進捗一覧表により行った（図３）。

この形式においては、以下の点が有効に機能した。

1.	 表に記載される情報量が限定されており、実務上

の確認や更新が迅速に行えた。

2.	 定期的な進捗確認を通じて、目的の再確認とタス

ク間の連続性への意識が促された。

3.	 表の構成が簡潔であったため、他メンバーの作業

状況の把握や対応が容易であった。

一方で、以下の課題も確認された。

1.	 「判断者」や「承認フロー」が明記されておらず、

裁量を超える事項への対応に時間を要する場面が

あった。

2.	 目的の細部や成果の期待値などが明文化されない

部分については、主観的な解釈の違いが生じ、軌

道修正が必要となることがあった。

この手法は、実務における運用の簡便性や情報更新の

しやすさにおいて有効と考えられるが、意思決定や調

整の支援については別途の仕組みが求められる。

4.	4.	 ３つの手法の分析と考察

地域創生プロジェクトにおける情報整理と共有の手法につ

いて複数の実践を通じて検討した結果、情報の可視化や構造

化は、プロジェクトの見通しや役割分担の明確化に一定の効

果を持つ一方で、それが参加者の判断や行動にどのような影

響を与えるかを見据えた設計が不可欠であることが示唆され

た。特に、関与者の関心や役割が多様な地域プロジェクトに

おいては、目的やタスクだけでなく、「誰が」「何を基準に」「ど

こまで判断できるのか」といった意思決定の構造そのものも

共有対象として捉える必要がある。情報は単に提示されるだ

けでなく、状況に応じて更新され、意味づけされることで初

めて機能すると考えられる。また、各手法には異なる強みと

限界があるため、単一の形式に依存するのではなく、プロジェ

クトの進行段階や関与者の変化に応じて柔軟に運用方法を調

整していく「適応的な情報運用」の視点が、持続的な協働の

基盤となると示唆された。

5.	 まとめ

本研究では、愛知県蒲郡市における地域創生プロジェクト

の実践を通じて、情報整理および共有の手法を検討した。プ

ロジェクト内では、目的・タスク・担当者の一覧表、ガント

チャート、進捗一覧表など複数の手法が用いられ、それぞれ

が可視化や認識共有に一定の効果をもたらした。一方で、参

加者の立場や関心が多様な地域プロジェクトにおいては、情

報の構造化に加えて、意思決定の基準や役割分担といった枠

組み自体の共有も必要であることが示唆された。

今後は、こうした意思決定の枠組みをどのように設計・共

有していくかに加え、関与者や進行状況の変化に対応しうる、

柔軟な情報運用の方法についても継続的な検討が求められ

る。
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図 1 手法１で使用した表 図 2 ガントチャート 図３　　	手法３で使用した表
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参与観察調査にもとづく地域創生手法の開発

Abstract :  This study explores challenges in building 
collaborative structures through participant observation of 
a regional project in Gamagori City involving government, 
private, and academic sectors. The analysis revealed three 
decision-making tendencies: hesitation in corrective action, 
low awareness of sunk costs, and cognitive bias in new 
Key Word : Regional revitalization, Collaborative Project Formation, Participant observation

1.	 研究の背景と目的

デザインは学際的に活動する点に特徴があり、協働はその

重要な要素の一つである。そのため、研究論文も数多く存在

し、近年では五十嵐ら [注１]や岡本ら [注２］のものなど

が存在する。ただし、いずれも協働によって得られた成果に

着目しており、協働する体制をどのように構築し、体制構築

にあたり、どのような障壁が存在するかについては語られて

いない一方、協働体制の構築が上手くいかず、頓挫するプロ

ジェクトも少なくない。このような状況を踏まえ、本研究で

は蒲郡市において行う自治体・民間団体・学術団体の協働プ

ロジェクトに参画し、協働体制構築における課題を明らかに

し、その解決策について考察する。

2.	 研究方法とプロジェクト概要

本プロジェクトは、蒲郡市内にある旅館 A,B と地域創成に

取り組んでいる民間企業（以下 A社とする）が協働体制を構

築し、旅館のリブランディングや一次産品の高付加価値化、

ワーケーション事業の展開により、旅館をハブとした地域創

成モデルを確立するものである。本研究では芝浦工業大学の

学生４名がこのプロジェクトに「完全なる観察者 [ 注３]」

として参画し、つぶさに観察を行った。その後、2024 年４

月 19日から同年 12月 19 日までの期間において収集された

会議の議事録および参与観察の記録を分析対象とし、定性的

分析を行った。

3.	 協働時における判断の傾向

ステークホルダーの多い協働プロジェクトにおいては、価

値認識の相違により意見衝突が起こり、物事が合意に至らず

頓挫するケースも少なくない。今回、参与観察として参画し

たプロジェクトにおいても、例に漏れず合意に至り進捗した

事案と、途中で頓挫した事案の双方が発生している。進捗と

頓挫にあっては様々な要因が関与しているが、判断の場面に

おいて、いくつかの特徴的な傾向が確認された。まずは、こ

の点について説明する。ただし、本報においては具体的な事

案の言及について避けるものとする。

1.	  是正に対する躊躇

例えば、備品等において何らかの不具合が生じた場合、

その是正措置の実行判断に際して躊躇が生じやすい傾

向が認められた。致命的な不具合については迅速に是

正が実施されていたが、致命的でない場合には、是正

による効果よりも対応に要するコストへの関心が先行

し、その結果として是正判断が遅延する傾向が確認さ

れた。加えて、不具合の性質によって認識のされ方に

も差異が見られた。「機能に関連した不具合」は比較的

容易に不具合として認識される一方で、統一感の欠如

といった「認知的側面に関わる不具合」は、不具合と

しての認識が生じにくい傾向が確認された。

2.	 埋没コストへの意識低下

本傾向は、特に内部人件費に関して顕著であった。す

なわち、何らかの作業が発生した際、外部に業務を委

託する場合には、直接的な人件費が発生することから、

その費用対効果について厳密な検討が行われる傾向が

確認された。一方、同様の作業を内製で実施する場合

には、関与する人件費が間接的であることにより、費

用対効果に関する検討が相対的に緩やかとなる傾向が

認められた。このことは、直接的に支出を伴わない埋

没コストにおいては、その経済的価値の換算が困難で

あり、結果として費用対効果の評価が軽視されやすい

ことを示唆している。

3.	 新規投資における認知バイアス

この傾向は、認知バイアスの一種である「合理化」あ

るいは確証バイアスに類似した現象と考えられる。す

なわち、「新たな価値を生み出すための新規投資」といっ

た意思決定においては、意思決定後に前述の「是正に

対する躊躇」のような反応は生じにくく、費用の投下

に対する合意形成が比較的容易であることが確認され

た。これは追加投資においても同様の傾向が確認され

た。

協働体制構築の観点からの分析と考察
Development of Regional Revitalization Methods Based on Participant Observation・Analysis of Collaborative Frameworks

investments. These point to an asymmetry in value perception 
between correction and investment. Recognizing this 
asymmetry and clarifying task nature can help stakeholders 
reach consensus more effectively in collaborative settings. 
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これら三つの傾向は、協働的な状況に限らず、個別に業務

を遂行する場合にも十分に生起し得ることが確認された。た

だし、協働的な状況下においては、これらの傾向が一層顕著

に現れる傾向が認められた。

4.	 判断の傾向に起因する協働体制構築に向けた課題考察

前章で確認された三つの傾向から、以下のような仮説が導

かれる。それは、是正（すなわちマイナスの状態をゼロに戻

す行為）と投資（ゼロからプラスへの向上を目指す行為）と

では、費用および効果に対する価値認識の傾向に差異が存在

するという点である。すなわち、是正においては費用への意

識が相対的に強く向けられる一方、投資においては期待され

る効果への注目が優位となる傾向が認められる。この構造は、

プロスペクト理論における価値関数に加重関数が加わるとい

う特徴とも類似しており、人々の判断が費用と効果のバラン

スにおいて非対称的な重みづけを受けている可能性を示唆し

ている。

本仮説は、協働体制の構築に関して重要な示唆を与える。

すなわち、新たに協働体制を構築し、プロジェクトを始動す

る際には、当該行為が「投資」として認識されやすいため、

ステークホルダーの関心は効果（成果）側に偏重する傾向を

示すと言える。そして、その結果「現存する不具合を是正し、

基盤を整備する」といった対応は、投資に先立つ是正的行為

として位置づけられ、合意形成が困難となる状況を招きやす

いとも言える。この傾向を前提とすれば、すべてのステーク

ホルダーが効果重視の認識を共有している場合、意思決定に

おける摩擦は生じにくいと考えられる。しかし、是正的対応

を重視するステークホルダーが一定数存在する場合には、効

果偏重の傾向との間に認識の齟齬が生じ、意思決定過程にお

ける対立や調整の必要性が高まる可能性がある。認識の相違

が協働体制の構築におけるコンフリクトの要因となり得るこ

とは、先行研究においても指摘されている。たとえば、多様

な専門性を持つ関与者が集うプロジェクトでは、タスク遂行

に関する合意形成の困難さが報告されており [注 4]、上述し

た仮説にもとづき再考することにより、新たな知見を見出す

可能性を有すると言える。

5.	 結言

本研究では、協働プロジェクトに参与観察者として関与し、

協働体制構築における意思決定過程を対象として、課題の抽

出およびその構造的分析を行った。その結果、物事の判断に

おいて「是正」と「投資」とでは、費用および効果に対する

認識に差異が生じ、判断傾向が異なるという「価値認識の非

対称性」に関する仮説が導出された。

この仮説を前提とすれば、協働体制の構築に際しては、こ

うした判断傾向の差異が存在することをステークホルダー全

員があらかじめ認識することが重要であると言える。また、

プロジェクトにおいて発生する各タスクについて、それが「是

正」か「投資」かを明確に位置づけることで、判断傾向の偏

りを緩和し、合意形成円滑化が促進されることが期待される。

本研究は一事例に基づいた定性的分析であり、協働

プロジェクト全般に共通する傾向かどうかを判断するに

は限界がある。今後は、他地域・他分野の協働事例を比

較する形で分析対象を拡張し、より一般化可能な知見の

構築を目指す必要がある。また、今回は外部からの観察

に基づいた分析を中心としたが、関係者自身の意識や判

断の内的過程を明らかにするために、インタビュー等

の手法を用いた多角的アプローチも検討していきたい。	
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参与観察調査にもとづく地域創生手法の開発

Abstract : This study investigates how online communication 
through dai ly  journals  on Not ion suppor ted mutual 
understanding in a decentralized regional revitalization 
project. Based on participant observation, we examine 
how students’ subjective entries allowed faculty members 
to remotely follow project progress. The journals also 
Key Word : Regional revitalization, Online communication, Participant observation

1.	 研究の背景

企業や自治体においてプロジェクト管理は、プロジェクト

を成功させる上で重要な要因のひとつである。昨今ではデジ

タル庁発足やデジタル田園都市国家構想による DX（Digital 

Transformation）推進も相まって様々な企業において ICT を

活用したプロジェクト管理が行われている。

地域創生のようにステークホルダーが多いプロジェクトの

場合、適した管理方法がなく全体として統制の取れない動き

になってしまうケースも少なくない。デザインにおいて地域

創生はかねてより関心の高い研究対象であり、近年では大久

保ら [ 注 1]、伊藤ら [ 注 2] などにより多くの研究が行われて

きた。しかし、プロジェクト全体のマネジメントに関する議

論は少なく、これに対する知見が何らか必要だと考えられる。

2.	 研究への経緯

民間企業 A（以下 A 社）が行っている地域創生事業のプロ

ジェクトに、筆者を含む芝浦工業大学の学生４名がプロジェ

クトメンバーとして参画した。現地に滞在していたのは学生

のみであったため、教授とのやり取りは全てオンラインで行

われていた。このような状況下にある場合、何らかの認識齟

齬や伝達の不良が起こることが想定されるが、特にプロジェ

クト後半においては短時間にてコミュニケーションが円滑に

行われるという事象が観測された。

では、なぜ教授と学生の間でコミュニケーションに関する

問題が発生しなかったのだろうか。今回の事例では参与観察

調査のために始めた日記が情報の共有を補完していたのでは

ないかという仮説を立てた。本研究ではこの仮説について考

察し、今回の地域創生プロジェクトのような遠隔かつ拠点の

多いプロジェクトにおいて適切なコミュニケーションの要点

を明らかにすることを目指す。

3.	 プロジェクト概要

本研究の対象とするプロジェクトは、旅館・ホテルを拠点

とした地域創生を目的として実施された。本プロジェクトは、

A 社が中心的な役割を担い、愛知県および新潟県の二地域で

展開された。A 社は両地域に支社を有し、それぞれの地域に

おいて、愛知県では 2 旅館、新潟県ではリゾートホテルをパー

トナーとして協働した。また自治体および芝浦工業大学大学

がサポート役として関与し、各関係者が連携しながら地域活

性化に取り組んだ。

2024 年４月から８月までの期間、学生は 4 名全員が愛知

県に滞在した。その後、9 月以降は 2 名が新潟県に移動し、

12 月まで両地域においてプロジェクトへの関与を継続した。

なお、愛知県と新潟県の活動はそれぞれ独立して進められ、

両地域間での直接的な交流は行われなかった。

4.	 コミュニケーションの事例

教授と学生間で行われていたコミュニケーションの方法に

ついて以下に示す。

4. 1.	 Notion

本プロジェクトにて学生が行っていた業務内容は全て

Notion というメモアプリで記録された。参加した会議の議事

録や作業の記録など、全ての業務は Notion 上で行われており、

全データは学生４名と教授の全員に共有されていた。整理さ

れた形ではなかったが、関連資料や作業の途中経過なども記

録されていた。

4. 2.	 日記

プロジェクト参画期間中は毎日、学生は全員日記を書いて

いた。これはもともと参与観察調査の記録のために始まった

ものである。日記も Notion 上に記録されており、学生４名

と教授の全員が閲覧できる状態だった。日記は図１のような

フォーマットで、４名全員が同じページに記録していた。日

記の内容は様々だったが、出来事に対する感想や考えなどの

主観的記述が多く見られた。

4. 3.	 定例会議

プロジェクト参画期間中、週に一回 Zoom を用いた定例会

議が行われた。定例会議では、教授が Notion と日記から得

た情報と実際の状況に差異がないかを確認し、それを踏まえ

日記の副次的効果の分析と考察
Development of Regional Revitalization Methods Based on Participant Observation・Consideration of Diaris’  Secondary Effects

served as shared references during weekly meetings. 
While the open-ended format encouraged rich expression, 
it posed challenges in consistently extracting relevant 
information due to the volume and variability of the entries.
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て今後の方針を立てていた。学生が口頭での説明をせずとも、

教授が持っていた認識と実際の状況にはほとんど差異がな

かった。

4.	4.	 まとめ

4.1. から 4.3. のそれぞれがコミュニケーションにおいて違

う役割を果たしていたことが分かる。Notion と日記で情報の

共有が行われ、定例会議で今後の方針をたてるという流れが

生まれていた。特に、一般的なオンラインコミュニケーショ

ンではオンライン会議は状況の報告や共有の場として使われ

がちである。しかし本プロジェクトの場合、Notion と日記か

らの情報共有が上手くいっていたため、定例会議が今後の方

針をたてる場として使うことが出来たと考えられる。

5.	 情報共有が円滑に行われていた要因

4. より Notion と日記が情報共有の役割を果たしていたこ

とが明らかとなった。今回は日記についての考察を行ってい

く。

5.	1.	 主観的記述

図２は実際に記録された日記の一部である。この記述には

「どうしよう」や「よく分からない」といった感情や状況に

ついての記述がみられる。このような主観や感情、周囲の状

況などについての記述は、日記全体に共通して多く見られた

特徴である。

一般的な作業記録や報告書は事実のみを簡潔に記述する傾

向が強く、作業が進行しているのか停滞しているのかの判断

がつきにくい。これに対して日記には、プロジェクトの当事

者自身がどのように感じているかが記録されたため、作業が

進行しているかどうかを正確に把握する助けとなっていた。

5.	2.	 多面的な視点

また今回の日記は複数のメンバーによって書かれていた。

人間の記録には必ず主観が入るため、一人の記述では偏りが

避けられない。しかし複数人が同じ対象について記述するこ

とで、視点の違いを比較し共通する認識やずれを見つけるこ

とができる。

例えば、あるメンバーが「会議が上手くいっていない」と

記述していたとしても、他の３名のメンバーが「次の方針が

定まった」と記述していれば、重要な問題が発生しているわ

けではないことが分かる。このように複数の視点が集まるこ

とで、出来事に対する認識の偏りを相互に補完し合い、より

客観的な状況の把握を可能にする役割を果たしていたと考え

られる。

6.	 日記の課題

日記は情報共有において有効であった一方、いくつかの課

題も確認された。その主な要因は情報量の多さである。メン

バーが自由に記述する形式ゆえに、1 日あたりの記録量が非

常に多くなることもあった。特に感情などの主観情報は量・

質共に記録者ごとの差異が大きく、全体を把握しようとする

読み手にとっては負担となる場合がある。

さらに情報の整理がされていないことによって、日記の中

から必要な情報の抽出が困難なケースもあった。これらを踏

まえると、日記を有効な情報共有ツールとして運用していく

ためには、読み手の視点や情報の整理方法も考慮に入れる必

要があるだろう。

7.	 おわりに

本研究では、プロジェクト内のインナーコミュニケーショ

ンにおいて日記が一定の効果をもたらしていたことを確認し

た。日記は情報共有や状況の可視化、多面的な視点で出来事

を見るといった点で有効に機能していたと考えられる。

一方でどの要素が決定的に情報共有を促進したのかは特定

できておらず、比較対象となる事例が１つの実である点も含

め、今回の考察には一定の限界がある。日記以外の要素やメ

ンバー間の関係性、プロジェクトの性質等複数の要因が影響

していた可能性も考慮する必要がある。

今後は他のプロジェクトや異なるツールにおいても同様の

効果が得られるかを検証し、日記のどの要素が情報共有やコ

ミュニケーションに影響を与えていたのかをより詳細に分析

していく必要がある。
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図 1 日記のフォーマット 図 2 2024 年 11 月 18 日の日記の抜粋
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